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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期
第２四半期
連結累計期間

第86期
第２四半期
連結会計期間

第85期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高（千円） 44,671,013 22,564,836 95,912,945

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△372,327 △451,591 1,772,362

四半期純損失（△）又は当期純利益

（千円）
△443,262 △460,968 1,511,814

純資産額（千円） － 47,221,229 49,732,106

総資産額（千円） － 77,674,014 82,283,665

１株当たり純資産額（円） － 710.02 749.06

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額

（円）

△7.06 △7.34 24.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 57.4 57.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,070,748 － 2,997,677

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,369,051 － △4,925,300

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△222,702 － △258,831

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 4,419,261 5,027,329

従業員数（人） － 4,562 4,517

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第86期第２四半期連結累計期間及び第86期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。また、第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 4,562 (841)

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託契約の従業員、パートタイマー、期間従業員、派遣社員を含む。）

は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,608 (216)

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（嘱託契約の従業員、パートタイマー、期間従業員、派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均

人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

製品区分の名称
 当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

シャシばね（千円） 6,610,471

精密ばね（千円） 5,296,866

ケーブル（千円） 6,103,034

その他（千円） 2,275,948

合計（千円） 20,286,319

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．内部取引は消去しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は、トヨタ自動車株式会社をはじめとして、各納入先より四半期毎及び翌月

の生産計画の提示を受け、当社グループの生産能力を勘案して生産計画をたて生産しております。このため受注状況

の記載を省略しております。

(3) 販売実績

製品区分の名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

シャシばね（千円） 6,755,259

精密ばね（千円） 5,492,224

ケーブル（千円） 6,258,871

その他（千円） 4,058,481

合計（千円） 22,564,836

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．内部取引は消去しております。

３．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

トヨタ自動車(株) 6,564,821 29.1

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国に端を発した世界的な金融危機の影響を受けて、大きく変

動いたしました。国内景気は、長らく安定を続けてまいりましたが、当連結会計年度に入り、原油及び原材料価格のさ

らなる高騰によるコスト増などを主因とした企業収益の悪化、輸出の減速を受けて、景気は後退局面に入り、景気低迷

の長期化が懸念される状況であります。

自動車業界におきましては、国内販売台数の低迷が続く中で、アジア、中近東などその他地域向けの輸出は増加して

いるものの、米国、ＥＵ向けの輸出が大幅な減少に転じるなど、国内における自動車生産台数は、当第２四半期連結会

計期間より減少傾向で推移いたしました。

このような状況の中で、当社グループにおきましては、国内・海外への事業展開を積極的に推進してまいりました

が、合弁解消による連結子会社の減少もあり、売上高につきましては、２２５億６千４百万円となりました。損益の状

況につきましては、売上高の減少、原油等の市況価格の高騰、減価償却費の増加などの影響で、４億１百万円の営業損

失となりました。また、経常損失は４億５千１百万円、四半期純損失は４億６千万円となりました。

製品区分別の売上高の状況は、次のとおりであります。

シャシばねの売上高につきましては、つる巻ばねが減少したことなどにより、６７億５千５百万円となりました。

精密ばねの売上高につきましては、線ばねが増加したものの、薄板ばねが減少したことなどにより、５４億９千２百

万円となりました。

ケーブルの売上高につきましては、トランスミッションケーブルが増加しましたが、コントロールケーブルが減少

したことにより、６２億５千８百万円となりました。

その他の売上高につきましては、非自動車関連商品のキャブレックスが減少したものの、全体では４０億５千８百

万円となりました。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の売上高を含んでおります。

［日本］

売上高は１８９億１百万円となりましたが、営業損益は売上数量減少による付加価値減などの減益要因があり、５

千７百万円の損失となりました。

［北米］

売上高は２８億６百万円となりました。営業損益は、原材料価格の上昇により、４千１百万円の損失となりました。

［アジア］

連結子会社の減少もあり、売上高は２８億４千６百万円となりましたが、タイ及びインドネシアの子会社の好調に

より、営業利益は１億７千５百万円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は４４億１千９百万円となりま

した。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は３億９千２百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失が４億５千

３百万円、減価償却費１１億１千２百万円、賞与引当金の増加額７億９千９百万円、未払費用の減少額１７億９千４百

万円、法人税等の支払額５千７百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は６億３千万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出６億７千

万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は１千９百万円となりました。これは主に、短期借入金の純増加額９千８百万円、ファ

イナンス・リース債務の返済による支出６千３百万円、少数株主への配当金の支払額１千万円によるものでありま

す。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、９千２百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 63,855,994 63,855,994

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

－

計 63,855,994 63,855,994 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月28日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 182

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 182,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 615

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月１日

至　平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

615

（注）１

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り

上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増

加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても、当社

取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役のいずれかの地位にあることを要する。

(2) 上記(1)に拘わらず、新株予約権者が、当社取締役もしくは使用人または当社子会社の取締役の全ての地位を任

期満了もしくは辞任による退任、定年による退職または転籍により喪失したときは、当該喪失の日の後一年

間に限り権利行使することができる。ただし、上記以外の原因により、その地位を喪失したときは、新株予約

権者は、その保有する全ての新株予約権を行使することができない。

(3) 新株予約権の相続はこれを認めない。

(4) その他の新株予約権の行使の条件については、平成18年6月28日開催の当社定時株主総会および平成18年7月28

日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めると

ころによる。

平成19年６月25日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 191

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 191,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 552

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月１日

至　平成25年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

552

（注）１

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り

上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増

加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても、当社

取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役のいずれかの地位にあることを要する。

(2) 上記(1)に拘わらず、新株予約権者が、当社取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役の全ての地位を任

期満了もしくは辞任による退任、定年による退職または転籍により喪失したときは、当該喪失の日の後一年

間に限り権利行使することができる。ただし、上記以外の原因により、その地位を喪失したときは、新株予約

権者は、その保有する全ての新株予約権を行使することができない。

(3) 新株予約権の相続はこれを認めない。

(4) その他の新株予約権の行使の条件については、平成19年6月25日開催の当社定時株主総会および平成19年7月27

日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めると

ころによる。
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平成20年６月25日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 221

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 221,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 397

新株予約権の行使期間
自　平成22年８月１日

至　平成26年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

397

（注）１

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り

上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増

加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても、当社

取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役のいずれかの地位にあることを要する。

(2) 上記(1)に拘わらず、新株予約権者が、当社取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役の全ての地位を任

期満了もしくは辞任による退任、定年による退職または転籍により喪失したときは、当該喪失の日の後一年

間に限り権利行使することができる。ただし、上記以外の原因により、その地位を喪失したときは、新株予約

権者は、その保有する全ての新株予約権を行使することができない。

(3) 新株予約権の相続はこれを認めない。

(4) その他の新株予約権の行使の条件については、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会および平成20年7月31

日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めると

ころによる。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 63,855,994 － 10,837,208 － 11,128,923

（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１ 15,398 24.11

愛知製鋼㈱ 愛知県東海市荒尾町ワノ割１番地 4,788 7.49

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,089 4.83

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 3,048 4.77

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 2,270 3.55

第一生命保険(相)　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

(常任代理人　資産管理サービス　　

　　　

　信託銀行㈱）

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号

(東京都中央区晴海1-8-12　晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)　

1,706 2.67

中発取引先持株会 名古屋市緑区鳴海町字上汐田68番地　 1,681 2.63

あいおい損害保険㈱

(常任代理人　日本マスタートラ　　

　

　スト信託銀行㈱)

東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号

(東京都港区浜松町２丁目11番３号)
1,312 2.05

日本マスタートラスト信託銀

行㈱　（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号　 1,177 1.84

日本生命保険(相)
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内　
1,175 1.84

計 － 35,648 55.83
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（６）【議決権の状況】

　

①【発行済株式】　

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   1,051,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式  61,907,000 61,907 －

単元未満株式  普通株式     897,994 － －

発行済株式総数            63,855,994 － －

総株主の議決権 － 61,907 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。　

　

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

中央発條株式会社
名古屋市緑区鳴海町

字上汐田68番地
1,051,000 　- 1,051,000 1.65

計 － 1,051,000 　- 1,051,000 1.65

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 425 454 445 424 374 363

最低（円） 364 396 394 347 327 308

（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

ACK CONTROLS, INC. 取締役

社長、

CHUO PRECISION SPRING GL

ASGOW, INC. 取締役社長　

取締役
調達部長 兼 

海外事業部長
土生　武文　 平成20年10月1日

取締役 生産改善部長 取締役　 生産調査部長 松本　健志　 平成20年11月1日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※
 4,605,003

※
 5,243,112

受取手形及び売掛金 17,722,582 18,640,202

製品 ※
 2,756,953

※
 3,059,564

原材料 ※
 2,530,547

※
 2,553,312

仕掛品 ※
 1,670,911

※
 1,751,119

貯蔵品 794,898 683,942

繰延税金資産 1,231,259 1,006,865

未収入金 386,690 550,615

その他 664,734 753,158

貸倒引当金 △68,140 △65,680

流動資産合計 32,295,440 34,176,213

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 25,102,878 25,153,933

減価償却累計額 △16,179,001 △15,833,832

建物及び構築物（純額） ※
 8,923,877

※
 9,320,101

機械装置及び運搬具 50,857,681 49,826,962

減価償却累計額 △38,671,801 △38,461,635

機械装置及び運搬具（純額） 12,185,880 11,365,327

土地 ※
 8,571,367

※
 8,730,002

建設仮勘定 715,047 1,771,535

その他 8,944,657 9,020,996

減価償却累計額 △7,793,281 △8,111,967

その他（純額） 1,151,375 909,029

有形固定資産合計 31,547,547 32,095,995

無形固定資産

のれん 66,897 83,047

その他 147,261 ※
 221,557

無形固定資産合計 214,158 304,605

投資その他の資産

投資有価証券 11,464,122 13,561,228

関係会社出資金 348,563 395,463

長期前払費用 198,036 56,947

繰延税金資産 122,852 140,749

前払年金費用 1,159,584 1,202,946

その他 395,621 417,732

関係会社投資評価引当金 △1,777 △1,777

貸倒引当金 △70,135 △66,439

投資その他の資産合計 13,616,867 15,706,851

固定資産合計 45,378,573 48,107,451

資産合計 77,674,014 82,283,665
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,902,085 15,741,675

短期借入金 ※
 1,537,837

※
 1,307,111

未払金 592,552 1,067,767

未払費用 1,640,730 1,846,261

未払法人税等 147,830 464,229

繰延税金負債 892 479

賞与引当金 1,593,245 1,567,504

役員賞与引当金 54,682 109,521

製品保証引当金 81,187 95,350

その他 756,555 711,343

流動負債合計 21,307,601 22,911,244

固定負債

長期借入金 ※
 1,473,405

※
 1,575,262

繰延税金負債 4,179,071 5,099,424

退職給付引当金 2,566,433 2,478,406

役員退職慰労引当金 336,638 309,788

負ののれん 207 42,277

その他 589,426 135,155

固定負債合計 9,145,183 9,640,315

負債合計 30,452,785 32,551,559

純資産の部

株主資本

資本金 10,837,208 10,837,208

資本剰余金 11,128,923 11,128,923

利益剰余金 18,092,300 18,823,464

自己株式 △521,227 △510,142

株主資本合計 39,537,205 40,279,453

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,642,774 6,882,942

繰延ヘッジ損益 △5,768 △4,447

海外子会社の土地再評価差額金 242,073 242,073

為替換算調整勘定 △823,530 △334,047

評価・換算差額等合計 5,055,548 6,786,521

新株予約権 25,505 19,265

少数株主持分 2,602,969 2,646,865

純資産合計 47,221,229 49,732,106

負債純資産合計 77,674,014 82,283,665
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 44,671,013

売上原価 40,464,353

売上総利益 4,206,660

販売費及び一般管理費 ※
 4,881,583

営業損失（△） △674,922

営業外収益

受取利息 17,419

受取配当金 192,911

負ののれん償却額 42,069

持分法による投資利益 32,670

その他 114,579

営業外収益合計 399,651

営業外費用

支払利息 47,724

固定資産除売却損 31,525

その他 17,807

営業外費用合計 97,056

経常損失（△） △372,327

特別利益

過年度製品保証費用戻入額 138,776

その他 5,890

特別利益合計 144,667

特別損失

投資有価証券評価損 33,008

たな卸資産評価損 107,037

前期損益修正損 153,823

その他 283

特別損失合計 294,152

税金等調整前四半期純損失（△） △521,812

法人税、住民税及び事業税 185,827

法人税等調整額 △304,669

法人税等合計 △118,842

少数株主利益 40,291

四半期純損失（△） △443,262
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 22,564,836

売上原価 20,524,160

売上総利益 2,040,676

販売費及び一般管理費 ※
 2,442,041

営業損失（△） △401,364

営業外収益

受取利息 8,816

受取配当金 4,176

負ののれん償却額 21,034

持分法による投資利益 13,843

その他 24,312

営業外収益合計 72,183

営業外費用

支払利息 27,421

為替差損 63,882

固定資産除売却損 23,588

その他 7,516

営業外費用合計 122,410

経常損失（△） △451,591

特別利益

過年度製品保証費用戻入額 41,776

その他 2,092

特別利益合計 43,869

特別損失

投資有価証券評価損 6,546

前期損益修正損 38,841

その他 276

特別損失合計 45,664

税金等調整前四半期純損失（△） △453,386

法人税、住民税及び事業税 △78,077

法人税等調整額 64,302

法人税等合計 △13,775

少数株主利益 21,356

四半期純損失（△） △460,968
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △521,812

減価償却費 2,146,506

のれん償却額 △25,919

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,181

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,722

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △54,838

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 26,849

製品保証引当金の増減額（△は減少） △14,168

退職給付引当金の増減額（△は減少） 91,949

前払年金費用の増減額（△は増加） 43,362

受取利息及び受取配当金 △210,331

支払利息 47,724

持分法による投資損益（△は益） △32,670

投資有価証券評価損益（△は益） 33,008

前期損益修正損益（△は益） 153,823

売上債権の増減額（△は増加） 764,995

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,467

仕入債務の増減額（△は減少） △683,361

その他の流動負債の増減額（△は減少） △449,885

その他 56,194

小計 1,393,863

利息及び配当金の受取額 210,331

利息の支払額 △47,724

法人税等の支払額 △485,721

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,070,748

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 31,752

有形固定資産の取得による支出 △1,478,605

有形固定資産の売却による収入 6,073

無形固定資産の取得による支出 △8,040

投資有価証券の取得による支出 △4,523

貸付けによる支出 △25,422

貸付金の回収による収入 97,616

その他 12,097

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,369,051

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 216,243

長期借入れによる収入 38,775

長期借入金の返済による支出 △34,360

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △131,045

自己株式の取得による支出 △11,084

配当金の支払額 △251,333

少数株主への配当金の支払額 △49,898

財務活動によるキャッシュ・フロー △222,702

現金及び現金同等物に係る換算差額 △87,062

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △608,068

現金及び現金同等物の期首残高 5,027,329

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,419,261
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、主として総平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。

これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業損失及び経常損失は39,632千円

増加、税金等調整前四半期純損失は

146,669千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用

　　第１四半期連結会計期間より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、

連結決算上必要な修正を行っておりま

す。

　これによる、営業損失、経常損失及び税

金等調整前四半期純損失への影響は軽微

であります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 (3) リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりました

が、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

　これによる、営業損失、経常損失及び税

金等調整前四半期純損失への影響はあり

ません。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法

　当第２四半期連結累計期間に係る法人税

等の算定については、加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する等の簡便的

な方法によっております。

　また、繰延税金資産の回収可能性について

は、前連結会計年度末において使用した将

来の業績予測やタックス・プランニング

に、前連結会計年度末からの一時差異等の

重要な変動を加味したものを使用する方法

によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　該当事項はありません。
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【追加情報】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　有形固定資産の耐用年数の

変更

当社及び国内子会社は、法人税法の改

正に伴い、機械装置については、従来耐用

年数を７～12年としておりましたが、第

１四半期連結会計期間より７～10年に変

更しました。

この変更は、法人税法の改正を機に機

械装置の使用状況を調査し、より実態に

合わせた償却年数へ見直したものであり

ます。

これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業損失、経常損失及び税金等調整

前四半期純損失は、それぞれ126,008千円

増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　担保資産

　担保に供している資産で、事業の運営において重要な

ものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められるものは、次のとおりであります。

※　担保資産

　担保に供している資産は次のとおりであります。

　定期預金 1,359千円

　たな卸資産 314,638　

　建物及び構築物 32,376　

　土地 184,148　

計 532,522　

　定期預金 1,643千円　

　たな卸資産 328,200　

　建物及び構築物 320,552　

　土地 390,776　

　無形固定資産 99,836　

計 1,141,009　

　　　上記に対応する債務は以下のとおりであります。 　　　上記に対応する債務は以下のとおりであります。

　短期借入金 36,718千円

　長期借入金 15,625　

計 52,343　

　短期借入金 242,192千円

　長期借入金 219,375　

計 461,567　

なお、上記担保資産のうち、たな卸資産314,638千円に

ついては、借入限度額136,880千円（11,800百万RP）に対

する担保提供でありますが、第２四半期連結会計期間末

日現在、借入金残高はありません。

また、定期預金1,359千円（429千THB）は、公共施設利

用のための預金であり、借入金残高に対応しておりませ

ん。

なお、上記担保資産のうち、土地12,934千円、建物及び

構築物7,744千円、たな卸資産328,200千円については、借

入限度額142,780千円（11,800百万RP）に対する担保提

供でありますが、連結会計年度末日現在、借入金残高は

ありません。

また、定期預金1,643千円（429千THB）は、公共施設利

用のための預金であり、借入金残高に対応しておりませ

ん。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

　荷造発送費 1,094,429千円

　報酬・給与・手当 1,495,879　

　賞与引当金繰入額 374,468　

　役員賞与引当金繰入額 55,274　

　福利厚生費 380,766　

　退職給付費用 88,523　

　役員退職慰労引当金繰入額 41,373　

　製品保証引当金繰入額 23,820　

　貸倒引当金繰入額 7,685　

　技術開発費 185,906　

　のれん償却額 16,150　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

　荷造発送費 552,598千円

　報酬・給与・手当 728,131　

　賞与引当金繰入額 193,668　

　役員賞与引当金繰入額 26,331　

　福利厚生費 183,292　

　退職給付費用 83,006　

　役員退職慰労引当金繰入額 19,848　

　製品保証引当金繰入額 9,795　

　貸倒引当金繰入額 2,816　

　技術開発費 92,937　

　のれん償却額 8,075　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

　 （千円）

　現金及び預金勘定 4,605,003

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △185,741

　現金及び現金同等物 4,419,261
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　　　　63,855千株

　

　２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　　 1,051千株

　

　３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

　　(1)新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　　25,505千円

　　(2)行使可能期間の初日が到来していない新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 親会社　　 7,851千円

　

　４．配当に関する事項

　（1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 251,333 4 平成20年３月31日 平成20年６月26日

利益剰余

金

　（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　　　 間末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 251,218 4 平成20年９月30日 平成20年11月28日

利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）　

　　当社グループは、製品の種類、性質、製造方法等の類似性から判断して、同種・同系列の自動車部品等を

　専ら製造販売しておりますので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 17,616,344 2,789,642 2,158,849 22,564,836 － 22,564,836

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,285,358 16,689 687,780 1,989,827 (1,989,827) －

計 18,901,702 2,806,332 2,846,629 24,554,664 (1,989,827) 22,564,836

営業利益又は営業損失（△） △57,976 △41,100 175,241 76,164 (477,529) △401,364

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 35,060,281 5,550,312 4,060,419 44,671,013 － 44,671,013

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,561,067 16,787 1,461,660 4,039,515 (4,039,515) －

計 37,621,349 5,567,099 5,522,080 48,710,529 (4,039,515) 44,671,013

営業利益又は営業損失（△） △77,916 △78,496 422,263 265,850 (940,772) △674,922

　（注）１．国又は地域は、地理的隣接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米：米国

アジア：台湾、タイ、インドネシア、中国

３．会計処理方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1)に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の営業損失は、日本で39,632

千円増加しております。

４．追加情報

　　当社及び国内子会社は、第１四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の営業損失は、日本で126,008

千円増加しております。

EDINET提出書類

中央発條株式会社(E01405)

四半期報告書

23/28



【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,792,302 2,315,576 84,671 5,192,549

Ⅱ　連結売上高（千円）    22,564,836

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
12.4 10.3 0.4 23.0

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 5,556,121 4,435,769 176,202 10,168,093

Ⅱ　連結売上高（千円）    44,671,013

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
12.4 9.9 0.4 22.8

　（注）１．国又は地域は、地理的隣接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米：米国、カナダ

アジア：台湾、タイ、インドネシア、インド、トルコ、中国

その他：イギリス、ドイツ、南アフリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）　

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

株式 1,771,565 11,180,679 9,409,114

合計 1,771,565 11,180,679 9,409,114

　

　前連結会計年度末（平成20年３月31日）

　 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

株式 1,800,188 13,275,927 11,475,739

合計 1,800,188 13,275,927 11,475,739

（ストック・オプション等関係）

　　当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）　

　　　１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　　販売費及び一般管理費　　　6,239千円

　

　　　２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　 平成20年ストック・オプション

　付与対象者の区分及び人数
　当社の取締役 15名、当社の従業員 20名、

　当社の子会社取締役 5名

　株式の種類別のストック・オプションの付与数 　普通株式　221,000株

　付与日 　平成20年８月22日

　権利確定条件
　付与日（平成20年８月22日）以降、権利確定日（平成22年７月31

　日）まで継続して勤務していること。

　対象勤務期間 　自平成20年８月22日　至平成22年７月31日

　権利行使期間 　自平成22年８月１日　至平成26年７月31日

　権利行使価格（円） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　397　

　付与日における公正な評価単価（円） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 34
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 710.02円 １株当たり純資産額 749.06円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末　
　（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 47,221,229 49,732,106

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）　 2,628,475 2,666,130

（うち新株予約権）　 (25,505) (19,265)

（うち少数株主持分） (2,602,969) (2,646,865)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額　　（千

円）　
44,592,754 47,065,975

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末　　

　（期末）の普通株式の数（株）　
62,804,500 62,833,416

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 7.06円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純損失金額 7.34円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

当第２四半期連結累計期間
　（自　平成20年４月１日　　　　　
　　　　　　　　　
 　 至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
　（自　平成20年７月１日　　　　　
　　　　　　　　　
 　 至　平成20年９月30日）

四半期純損失（千円） 443,262 460,968

普通株主に帰属しない金額（千円）　 　　　－ 　　　－

普通株式に係る四半期純損失（千円）　 443,262 460,968

期中平均株式数（株）　 62,818,001 62,808,332

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

平成20年８月22日発行の新株予

約権221個（普通株式221,000

株）。

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、（２）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

平成20年８月22日発行の新株予

約権221個（普通株式221,000

株）。

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、（２）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　　　平成20年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　　（イ）中間配当による配当金の総額………………………251,218,000円

　　　（ロ）１株当たりの金額……………………………………４円

　　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成20年11月28日

　　（注）　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２０年１１月１０日

中央発條株式会社   

取締役会　御中   

 監査法人トーマツ 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西松　真人　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 淺井　孝孔　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央発條株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１日

から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央発條株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計期間から棚

卸資産の評価に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し四半期連結財務諸表を作成してい

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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